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組織的犯罪処罰法 13条 1項 6号による没収と憲法 29条

事実の概要

　被告人は、①偽ブランド品のバッグ等を販売譲
渡して、商標権侵害とみなされる行為を行った。
②財産上の不正な利益を得る目的で犯した商標法
違反の犯罪行為により得た財産の取得につき事実
を仮装しようと考え、商標法違反により得た犯罪
収益が混和した合計 1577 万 6000 円を含む現金
1764 万円を、被告人が管理するａ銀行に開設さ
れたＡ名義の通常貯金口座に預け入れ、犯罪収益
の取得につき事実を仮装した。③そして、他人に
なりすまして預貯金契約に係る役務の提供を受け
ること等を目的として、Ａから前記Ａ名義の通常
貯金口座の通帳の交付を受けた。
　第一審裁判所は、前記①～③の事実を認定し、
被告人を懲役 2年 6 月（執行猶予 3年）及び罰金
200 万円（労役場留置 1日 1万円換算）に処し、被
告人がａ銀行に対して有するＡ名義の通常貯金債
権（以下、「本件貯金債権」という。）のうち 1564
万円（②の犯罪行為により生じた犯罪収益等の額に
相当する部分であり、被告人以外の者に属さない。）
を没収した（岡山地津山支判令 5・6・15 刑集 78 巻
6号 472 頁）。
　被告人は控訴し、②の犯罪収益等取得事実仮装
の罪により生じた本件貯金債権のうち、犯罪収益
に由来する財産の額に相当するのは 840 万 7674
円分にとどまるとして、第一審判決がこれを超え
て没収したことの適否を争った。弁護人は、(1)
犯罪と関係のない正当な経済活動によって得た財

産をも没収可能とする令和 4年法律第 97 号によ
る改正前の「組織的な犯罪及び犯罪収益の規制等
に関する法律」（以下、「法」という。）13 条 1項 5
号は、一般財産を含めて没収の対象とするもので
あり、財産権を不当に制限し憲法 29 条に違反す
る、(2) 仮に合憲であるとしても、本件貯金債権
のうち犯罪収益は多くとも 1093 万 9900 円であ
り、これを超える部分は一般財産であると明らか
に識別できるにもかかわらず、同号を適用するこ
とは違憲である、と主張した。原判決は、本件貯
金債権の没収について適用されるのは、法 13 条
1項 6号であると指摘し、この点は判決には影響
しないとした上で、「法 10 条に係る犯罪収益等
は同条の犯罪行為を組成する財産であり、その全
額が犯罪活動に再投資されるなどして合法的な経
済活動に悪影響を与えるおそれがあること等に照
らし合理性があるから、憲法 29 条に反するとは
いえない」と判断した。また、本件が一般財産の
金額を特定識別できる場合に当たらないことは明
らかであるとした（広島高岡山支判令 6・3・25 刑
集 78 巻 6 号 477 頁）。これに対し、被告人が上告
した。上告趣意では、(1) 法 13 条 1 項 5 号が国
民の財産権（憲法 29 条）を過度に制限するもの
であり違憲である、(2) 一般財産額と犯罪収益額
を特定できるにもかかわらず、一般財産をも没収
対象としている点、組織的犯罪活動への再投資が
想定されない事案について本条を適用している点
で違憲であると述べられていた。
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判決の要旨

　上告棄却。
　「本件は、被告人が、財産上不正な利益を得る
目的で犯した商標法違反の犯罪行為により得た財
産等を、その他の自己の財産と共に自ら管理する
他人名義の銀行口座に預け入れ、もって犯罪収益
等の取得につき事実を仮装し、これにより生じた
貯金債権が没収の対象とされている事案であるか
ら」、本件貯金債権「の没収について適用される
のは、原判決が指摘するとおり、法 13 条 1 項 6
号である。したがって、所論は、犯罪収益及び犯
罪収益に由来する財産の額又は数量に相当する部
分を超えて、法 10 条 1 項前段の犯罪行為により
生じた財産全体の没収を可能とする法 13 条 1 項
6号の規定違憲をいうものと解される」。
　「法は、犯罪による収益が組織的な犯罪を助長
するとともに、これを用いた事業活動への干渉が
健全な経済活動に重大な悪影響を与えることなど
に鑑み、犯罪による収益の隠匿等を処罰するとと
もに、犯罪による収益の的確な剝奪を可能とする
ための没収及び追徴に関する特例等を定めること
などを目的としている。これを受けて、法 10 条
は、犯罪収益とその前提となる犯罪との関係を隠
すなどの行為が、将来の犯罪活動に再投資された
り、合法的な経済活動に悪影響を及ぼしたりする
などのおそれのある犯罪収益の保持・運用を容易
にするものであることから、その行為自体の反社
会性、法益侵害性に着目してこれを処罰すること
とし、犯罪収益又は犯罪収益に由来する財産が含
まれる限り、前記のおそれがあることには変わり
がないことなどから、これらの財産とこれらの財
産以外の財産とが混和した財産の取得等につき事
実を仮装し、又は混和した財産を隠匿した場合、
その財産全体について仮装又は隠匿の罪が成立す
るとしている。その上で、法 10 条の犯罪行為に
関わる財産について、法 13 条 1 項 5 号は、当該
犯罪行為を組成した財産全体を、同項 6号は、当
該犯罪行為により生じた財産等を、それぞれ没収
することができると規定している」。
　「このように、取得等につき事実を仮装する行
為や隠匿行為の客体となった財産全体について法
10 条の罪が成立するとした上で、同条の犯罪行
為に関わる財産を広く任意的没収の対象とするこ
とは、同条の犯罪行為を予防・禁圧するとともに、

将来の犯罪活動に再投資されたり、合法的な経済
活動に悪影響を及ぼしたりするなどのおそれのあ
る財産の的確な剝奪を可能とするという、前記法
の目的を達成するために必要かつ合理的な措置と
いえる。したがって、法 10 条の犯罪行為に関し、
これにより生じた財産等を没収することができる
とする法 13 条 1 項 6 号の規定は、憲法 29 条に
違反しない。このように解すべきことは、当裁判
所の判例」（最大判昭 32・11・27 刑集 11 巻 12 号
3132 頁（以下、「昭和 32 年判決」という。）、最大判
昭 39・7・1 刑集 18 巻 6 号 290 頁（以下、「昭和 39
年判決」という。））「の趣旨に徴して明らかである」
（最判昭 36・3・30 刑集 15 巻 3号 667 頁参照（以下、
「昭和 36 年判決」という。））。

判例の解説

　一　組織犯罪の不法収益剝奪の強化
　法は、我が国においても組織的な犯罪が少なか
らず発生しているという実情に加え、国際的にも
協調した対応が強く求められていたことをも背景
に進められた刑事法整備の一環として、平成 11
年に制定された１）。その後も、組織犯罪の不法収
益の剝奪を強化する方向での法整備が進められて
きた。こうした中、本判決は、犯罪収益及び犯罪
収益に由来する財産の額又は数量に相当する部分
を超えて、法 10 条 1 項前段の犯罪行為により生
じた財産全体の没収を可能とする法 13 条 1 項 6
号について、憲法 29 条に違反しないとの判断を
示したものである。

　二　本判決の位置付け
　没収とは、「物の所有権を剝奪して国庫に帰属
させる処分を内容とする財産刑で主刑に付加し
て科される付加刑（刑法 9条）」２）と定義される。
没収が憲法29条に違反しないかについては、度々
争われれてきた。本判決が「趣旨に徴して明らか」
として引用する昭和 32 年判決は、旧関税法 83
条 1 項による犯人以外の第三者の所有に属する
同条所定の貨物又は船舶の没収について、「第三
者において、貨物について同条所定の犯罪行為が
行われること又は船舶が同条所定の犯罪行為の用
に供せられることをあらかじめ知つており、その
犯罪が行われたときから引きつゞき右貨物又は船
舶を所有していた場合に限り、右貨物又は船舶に
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つき没収のなされることを規定したものと解すべ
き」として、合憲限定解釈を施した上で、「犯人
以外の第三者の所有物についてなされる没収の趣
旨及び目的に適合」し、憲法 29 条に違反しない
としていた。昭和 32 年判決の趣旨に照らし、刑
法 19 条 1 項の没収が憲法 29 条に違反するもの
でないことが明らかであるとしたものに昭和 36
年判決があり、本判決は参照判例としてこれも挙
げている。昭和 36 年判決は特に理由を述べてい
ないが、「第三者の所有物であっても、第三者が
悪意の場合には没収しても合憲なのであるから、
犯罪者本人から没収するのは当然合憲であると解
釈するもの」３）との指摘がある。
　加えて、本判決が引用している昭和 39 年判決
は、没収に代わる追徴を規定した旧関税法 83 条
3 項につき、「没収に代わる追徴なる制度の本旨
に適合する限り、立法によって定めうる事項であ
り、当該関税法違反の犯罪に関与した犯人のすべ
てに追徴を科することは、犯罪に対する制裁と、
その抑圧の手段としての刑罰的性格を有する追徴
の本旨に適合」し、憲法 29 条に違反しないとし
ていた。これらの判決においては、「没収という
制度の趣旨及び目的」ないし「追徴という制度の
本旨」に、没収や追徴の具体的な仕組みが適合す
るかが判断されている。
　本判決は、刑法 19 条 1 項による没収よりも対
象範囲を拡張する法 10 条及び 13 条 1 項 6 号の
制度について、まず、法が採用する犯罪収益剝奪
制度の目的を示した上で、このように没収対象を
拡張することがその目的を達成するために必要か
つ合理的なものかを審査しており、この点で、こ
れらの判決の示した判断枠組みに沿ったものであ
る。
　財産権を規制する法律の合憲性が問題になる際
には、比較考量の枠組みを示した証券取引法判決
（最大判平 14・2・13 民集 56 巻 2号 331 頁）が先例
として引用されることが、これまで一般的であっ
たが、本判決では引用されていない。最高裁は、
刑事法上の没収・追徴に係る事案を、財産権規制
一般とは異なる判例の系譜に位置付けていると考
えられる。もっとも、証券取引法判決も、比較考
量に、目的の正当性及び目的達成のための手段と
しての必要性、合理性を問う目的手段審査を組み
込んでいたことからすると、昭和 32 年判決から
本判決に至る没収・追徴に係る判例の系譜におい

ても、目的達成の手段としての必要性、合理性を
問う実質的な判断枠組みは変わらないともいえそ
うである４）。ただし、目的の正当性を独立の審査
段階として明示していないという点では違いがあ
る。これについては、没収・追徴が本来の刑罰の
付加刑としての性質を有することから、目的が公
共の福祉に適合することは明らかであったからと
の解説がある５）。更に没収範囲を拡大することに
よって達成しようとする目的が何であるかは、改
めて問われるはずであるところ、本判決では、下
記のとおり目的について詳細に述べている。その
目的が正当であるかについて明示的に述べる部分
はないが、目的の正当性の判断は、そこに織り込
まれているものと解される。

　三　審査の構造
　本判決は、法における犯罪収益規制の仕組み全
体を踏まえて、法 13 条 1 項 6 号が定める没収の
範囲の合理性・必要性を審査している。まず、没
収との関わりにおける法の目的について、「犯罪
による収益が組織的な犯罪を助長するとともに、
これを用いた事業活動への干渉が健全な経済活動
に重大な悪影響を与えることに鑑み、犯罪による
収益の隠匿等を処罰するとともに、犯罪による収
益の的確な剝奪を可能とするための没収及び追徴
に関する特例等を定めることなど」であると述べ
ている。かかる目的は法 1条にも定めがある。
　続いて、仮装・隠匿罪を設けて、いわゆるマネー・
ロンダリング行為を処罰する法 10 条の処罰根拠
が示される。すなわち、「犯罪収益とその前提と
なる犯罪との関係を隠すなどの行為が、将来の犯
罪活動に再投資されたり、合法的な経済活動に悪
影響を及ぼしたりするなどのおそれのある犯罪収
益の保持・運用を容易にする」ということである。
刑事法学では、このように処罰根拠として「犯罪
収益の投資可能性」を挙げる本判決の理解が通説
であるとされる一方、「犯罪収益が事業活動に用
いられることで、いかなる悪影響が合法的な経済
活動に及ぼされるのかが明らかではないとして、
仮装・隠匿罪を犯罪収益の剝奪を妨害する犯罪と
してとらえる立場も有力」であり、さらに、かか
る「追及困難化を通じた投資可能性こそが、仮装・
隠匿罪の処罰を基礎づける」との見解が説かれて
いる６）。この見解は、本判決が、仮装・隠匿罪の
処罰根拠を「犯罪収益の保持・運用を容易にする

4 4 4 4 4
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ことに求めていることからも、仮装・隠匿罪は、「犯
罪収益の保有そのものを罰するものではなく、犯
罪収益の仮装行為・隠匿行為を処罰するものであ
る」と解している７）。
　法 10 条は、取得又は処分についての事実の仮
装及び隠匿の客体を「犯罪収益等」と規定してい
る。「犯罪収益等」とは、「犯罪収益８）、犯罪収益
に由来する財産９）又はこれらの財産とこれら以
外の財産が混和した財産」（法 2条 4項）をいい、
犯罪収益以外を広く含む。法制定に先立ち、「犯
罪収益等」に含まれる財産が広範囲なものになる
という点や、没収対象が金銭債権にまで広がり、
犯罪収益そのものだけでなく犯罪収益に由来する
財産まで剝奪できる結果、刑罰としての没収とし
ては罪刑の均衡上問題があり、前提犯罪と没収対
象財産との牽連性が希薄になるという点が指摘さ
れていた 10）。
　本件では、このように広い範囲の財産を含む「犯
罪収益等」を客体として仮装・隠匿罪が成立し、
さらに、その犯罪行為により生じた財産全体を没
収対象とし得る、法 10 条と 13 条 1 項 6 号とが
組み合わされた制度の合憲性が問題となった。本
判決は、混和財産の中に、「犯罪収益又は犯罪収
益に由来する財産が含まれる限り、前記のおそれ
があることには変わりがない」ことから、仮装又
は隠匿行為の客体となった財産全体について仮装
又は隠匿の罪が成立するとしているのだと説明す
る 11）。その上で、法 13 条 1 項 6 号は、法 10 条
の犯罪行為により生じた財産を没収することがで
きると規定したものとする。
　以上のような説示を経て、「取得等につき事実
を仮装する行為や隠匿行為の客体となった財産全
体について法 10 条の罪が成立するとした上で、
同条の犯罪行為に関わる財産を広く任意的没収の
対象とする」という措置について、「同条の犯罪
行為を予防・禁圧するとともに、将来の犯罪行為
に再投資されたり、合法的な経済活動に悪影響を
及ぼしたりするなどのおそれのある財産の的確な
剝奪を可能とする」という目的との関係で必要性・
合理性が肯定されている。
　本判決は、法の没収制度の合理性を説く一方で、
剝奪される財産の性質や不利益の程度については
特段の考慮をしていないようにもみえる。もっ
とも、法 13 条 1 項が、「没収することができる」
と規定し、任意的没収を採用していることにより、

個別の事案における過剰な剝奪を避ける余地が残
されている。本判決では詳述されていないが、任
意的没収であるため、「『混和財産』の中に犯人が
正業によって得た財産が含まれ、その全部を没収
することが過酷にすぎるような場合、その財産
の一部を没収することができる」12）。このように、
個別の事案において没収が目的との関係で著しく
均衡を欠くこととなる事態を回避し得る制度設計
が採られていることは、本件措置の合理性を基礎
付ける要素として重要である 13）。

●――注
１）立案担当者による制定の経過についての解説として三
浦守ほか『組織的犯罪対策関連三法の解説』（法曹会、
2001 年）1頁以下参照。

２）『有斐閣法律用語辞典〔第 5版〕』（有斐閣、2020 年）。
３）朝山芳史「判批」判例秘書ジャーナル（2025 年）7頁。
４）朝山・前掲注３）8頁以下は、本判決による昭和 32 年
判決や昭和 39 年判決の引用は、「前に大法廷でした合
憲判断の趣旨と同じであることを示して、小法廷で合憲
判断をすることが可能であることを示すことに主眼があ
り」、小法廷判決である昭和 36 年判決「を挙げているの
は、上記のような処理をした先例があることを示したも
のと理解することができる」として、本判決とこれらの
判例の「考え方が同じであるとみるのは相当でない」と
する。そして、むしろ、証券取引法判決と本判決の判断
手法の共通性を強調している。しかし、昭和 32 年判決
や昭和 39 年判決においても、「立法目的を達成するため
に必要かつ合理的な措置といえるか否か」という観点は
見られる（「匿名解説」判タ 1542 号（2026 年）104 頁
も参照）。

５）朝山・前掲注３）8頁。
６）芥川正洋「組織的犯罪処罰法における犯罪収益等の仮
装・隠匿罪について」刑ジャ84 号（2025 年）41 頁参照。

７）芥川・前掲注６）41 頁注 33（傍点原文）。
８）法 2条 2項に定義されている。
９）法 2条 3項に定義されている。
10）日本弁護士連合会「『組織的な犯罪に対処するための
刑事法』に関する意見書」（1997 年）9頁。

11）三浦ほか・前掲注１）75 頁でも同様の説明が述べられ
ていた。

12）三浦ほか・前掲注１）143 頁。
13）前掲注４）「匿名解説」104 頁参照。
　　任意的没収であることから、適用違憲の問題が生じる
余地はなく、単に量刑不当の問題が生じる（刑事訴訟法
381 条）に過ぎないとされる（朝山・前掲注３）9頁参照）。
なお、被告人については、原判決において量刑不当の主
張はしりぞけられている。


